
 

第２ 平成２４年度予算概算要求の概要 

 

１．予算の重点化                     

 

東日本大震災の発生を踏まえ、被災地の復興等を強力に推進するとと

もに、全国における災害に強い社会基盤整備をはじめとする国民生活の

安全・安心の確保に向けた取組を緊急に進めていく。また、持続可能な

低炭素・循環型社会の構築、成長戦略の推進、地域活性化等のための基

盤整備といった分野に重点を置いて、「選択と集中」を徹底し、メリハリ

のある要求を行う。 

各事業・施策分野においては、その目的・成果に踏み込んできめ細か

く重点化し、限られた予算で最大限の効果の発現を図る。 

 
 

【事項】 

Ⅰ．東日本大震災からの復興等の推進 

○復興に向けたまちづくり 

○被災地における耐震化・津波対策等の推進 

○安全・安心な住宅の供給 

○復興道路・復興支援道路の緊急整備 

○被災した鉄道など公共交通の復興の支援 

○被災地の観光振興 

 

Ⅱ．国民生活の安全・安心の確保 

１．災害に強い社会基盤整備 

○公共施設の耐震化・津波対策等の推進 

○予防的な治水対策の強化、河川管理施設の戦略的な維持管理・更新の

推進 

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策 

○住宅・建築物の安全確保 

○街区の防災性・事業継続性の向上 

○地籍整備による土地境界の明確化の推進 



 

 

２．災害への対応力の強化 

○台風・集中豪雨、地震・火山等に対する防災情報の強化 

○海上保安庁の執行体制の強化 

 

３．生活基盤の安全・安心 

○住宅セーフティネットの充実 

 

Ⅲ．持続可能な低炭素・循環型社会の構築 

○住宅・建築物等の省ＣＯ２対策・省エネ対策の推進、既存住宅ストッ

クの有効活用による省資源化 

○環境対応車の普及等を通じた低炭素交通の実現 

○低炭素・循環型のインフラ整備と地域づくりの推進 

○スマート・シティの形成 

○海上交通の環境対策・省エネの推進 

 

Ⅳ．成長戦略の推進 

○国際コンテナ・バルク戦略港湾等の整備 

○海洋権益確保のための海洋調査等の推進と遠隔離島の活動拠点整備 

○観光立国の推進 

○首都圏空港の強化 

○官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外展開の推進 

○官民連携による成長戦略・震災復興の推進 

○都市の国際競争力の強化 

○大都市圏環状道路の整備 

 

Ⅴ．地域活性化のための基盤整備等 

○地域公共交通の確保・維持・改善 

○全国ミッシングリンクの整備 

○整備新幹線の着実な整備 

○都市鉄道ネットワークの改善 

○離島等の地域の元気回復 

○社会資本整備総合交付金の効果的な活用 
 



 

 

 エネルギー問題や少子高齢化といった我が国の中長期的な課題を解決し、持続可能

な成長を実現していくためには、省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入を

推進することにより、成長の基盤を整備するとともに、持続可能な社会の構築を図る

ための取組が必要である。このため、インフラ・住宅・交通等を所管する国土交通省

として、国民の理解を得つつ、これらの分野における取組を広範に展開することとし、

所管分野のゼロエネルギー／ゼロエミッション化等を通じた、持続可能な「低炭素・

循環型社会の構築」を強力に推進する。 

 

 

地域社会・国民生活の構成要素となる「住宅」「建築物」「自動車」「公共施設」につ

いて、将来スタンダード化されるべき環境性能を未来を先取りして具現化 

住  宅 先導的な省エネ技術の導入、再生可能エネルギーの活用等を行うゼロエネルギー住宅の普

及を促進 

建 築 物 再生可能エネルギー・新技術の積極的導入と、省エネルギー・節電技術の徹底活用による

官庁施設のゼロエネルギー化（モデル事業の実施） 

自 動 車 電気自動車（EV）の集中的導入を誘発するような地域・事業者間連携等による先駆的事業

を支援 

公共施設 大きな潜在力を有する下水道において、汚泥等のエネルギー利用の革新的技術導入に向け

た実証 

     複合一貫輸送ターミナルの整備、リサイクルポートプロジェクトの推進  

 

 

●スマート・シティの形成 

 ・都市におけるエネルギーの面的利用推進（街まるごとスマート化プロジェクト） 

  市街地整備の一環として自然、未利用エネルギーを面的に活用する取組に対する認定・支援制度

の創設 

 ・都市における高齢化社会における地域の集約的な交通施設導入  

  EV等の手軽なモビリティ等による集約型交通システムの導入によるまちづくりの推進 

 ・都市における地産地消型再生可能エネルギーの活用の推進  

  都市由来の植物廃材を利用した地産地消型再生可能エネルギーの都市への導入に向けた実証   

●自動車と住宅の融合  

自動車と家庭・業務の一体的な省エネ管理システムの開発等を支援、 

住宅でのEV充電とEV電源の住宅での利用 等  

●公共施設の一体的なゼロエミッション化(社会資本整備総合交付金、推進費の活用) 

効果促進事業の活用 等 

 

 

新しい分野の開拓につながるプロジェクトの提案を広く募り、官民連携のもとで推進 

①  社会構成要素のゼロエネルギー／ゼロエミッション化 

② 構成要素の有機的結合による都市・地域のゼロエネルギー/ゼロエミッション化 

③  持続可能な社会構築パイロット・プロジェクト 

低炭素・循環型社会の構築 



 

Ⅰ．東日本大震災からの復興等の推進  

 東日本大震災からの復興等の推進に当たっては、ゼロエミッションの
取組を推進し、東北を「低炭素・循環型社会の構築」を通じた持続する
雇用・経済・国土のモデルケースとすることにも配慮する。 

 

○復興に向けたまちづくり 

 

被災市街地の復興に向けたまちづくりについて、津波による浸水面積・割合、
都市機能の被災度合い等の被災状況や都市構造の特性、地元の意向等に応じた
様々な復興の在り方に対応できるよう、安全性確保のための集団移転、市街地基
盤の再整備、復興拠点の整備などを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被 災 前浸水区域

拠点における
市街地整備事業

土地の嵩上げ 土地区画
整理事業

浸水区域
防災集団移転

促進事業

移転エリア



 

 

○被災地における耐震化・津波対策等の推進 

 

・被災した堤防等の災害復旧を進めるとともに、堤防・水門等の液状化対策・耐
震化、堤防の嵩上げ、水門等の自動化・遠隔操作化等を行う。 
・強い地震動により新たに斜面の崩壊のおそれが生じている地域において土砂災
害対策を行う。 
・甚大な被害を受けた沿岸部の下水道処理場における、段階的な処理レベルの向
上を含めた災害復旧を進めるとともに、下水道施設の耐震化・耐水化を行う。 
・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等をはじめとする道路の防災・震災
対策を実施する。 
・災害時における緊急物資輸送のための耐震強化岸壁等港湾施設の整備、海岸保
全施設の耐震化等による再度災害の防止、湾口防波堤や海岸保全施設の組み合
わせによる総合的な防護を行う。 
・空港施設等の耐震化の実施、津波襲来リスクのある空港の早期復旧対策の検討
を行う。 

 
 
 
 

○安全・安心な住宅の供給 

 

東日本大震災によって住宅を失った被災者の居住の安定を確保するため、地方
公共団体が行う災害公営住宅等の建設、用地取得造成、家賃低廉化等を支援す
る。 

 



 

 

○復興道路・復興支援道路の緊急整備 

[1,088億円（皆増）］ 
  

被災地の早期の復興を図るため、三陸沿岸道路等の太平洋沿岸軸、沿岸部と東
北道を結ぶ横断軸の強化について、整備スケジュールを明確にした上で、防災面
の効果を適切に評価しつつ、重点的な緊急整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

○被災した鉄道など公共交通の復興の支援 

[48億円（皆増）］ 
 
・被災地域の本格的な復興を図るため、住民生活や経済活動を支える基盤的な社
会インフラである鉄道について、被災状況や地形等の地域の特性に応じ、既存
施設を有効に活用しつつ、まちづくりや産業の復興と一体となった復旧を図
る。 

・被災者の新たな暮らしを支える基盤となる生活交通について、被災地域の復旧
状況に応じて日々変化するニーズに柔軟に対応した、バス交通等の確保維持を
図る。 
 

 
 

○被災地の観光振興 

[3億円（皆増）］ 
  

東北地方への旅行需要の回復と新たな観光地づくりのモデル構築を図るため、
東北地方全体を観光の博覧会場と見立て、官民の様々な取組を連携させ、統一的
な情報発信を行うことにより、東北地方への効果的な集客を実現するとともに、
自然災害等緊急時において、訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境の整備
に向けた調査検討を行う。 

① 復興の背骨となる太平洋沿岸軸（三陸縦貫道等）の形成

② 太平洋沿岸地域と東北道を繋ぐ横断軸強化

・内陸から沿岸部への広域支援ルートを確保

・これからのまちづくり、産業振興を支える基礎的な

交通基盤を構築

・津波に強い道路により、被災時の孤立を防ぐ

【復興道路】

【復興支援道路】

・仙台周辺の道路ネットワークを強化

高規格幹線道路

地域高規格道路

平成23年4月1日現在
供用

供用

未供用

未供用

青森

気仙沼

大船渡

釜石

宮古

久慈

八戸

石巻

盛岡

花巻

大崎

仙台

福島

郡山

相馬

いわき

秋田

山形

新潟
会津
若松

①

②

②

②

仙台
塩釜

宮古盛岡
横断道路

東北横断道
釜石秋田線

石巻新庄道路

東北中央道



 

Ⅱ．国民生活の安全・安心の確保 

１．災害に強い社会基盤整備 

 

○公共施設の耐震化・津波対策等の推進 

[2,302億円（1.64）］ 
  

今後発生すると想定されている首都直下地震、東海・東南海・南海地震等にお
ける地震被害及び津波被害の発生を防止するため、全国レベルでの公共施設の耐
震化・津波対策等を強力に推進する。 
・沿岸域、河川の津波遡上区間や低平地における、堤防・水門等の液状化対策・
耐震化、堤防の嵩上げ、水門等の自動化・遠隔操作化等 
・背後に山間地を抱えるような地域において、避難地や避難路等の保全等、津波
からの避難に資する土砂災害対策 
・下水管の液状化対策、水処理施設の耐震補強、開口部の防水化、自家発電施設
の充実など、下水道施設の耐震化・耐水化対策 
・法面・盛土等の防災対策や橋梁の耐震補強等をはじめとする道路の防災・震災
対策 
・災害時における緊急物資輸送のための耐震強化岸壁等港湾施設の整備、海岸保
全施設の耐震化等による再度災害の防止、湾口防波堤や海岸保全施設の組み合
わせによる総合的な防護 
・空港施設の耐震化等の実施、津波襲来リスクのある空港等の早期復旧対策の検
討及び実施 
・主要な鉄道駅や橋梁・高架橋の耐震対策をはじめとする鉄道施設の防災対策 
・人命の安全の確保、防災機能の強化及び災害に強い地域づくりを図るための官
庁施設の総合的な耐震安全性の確保 
・津波被害からの行政機能の早期回復を図るとともに、一時的な避難場所の確保
により人命の救済に資するための官庁施設における総合的かつ効果的な津波対
策 

 

 

○予防的な治水対策の強化、河川管理施設の戦略的な維持管理・更新

の推進 

[2,969億円（1.12）］ 
  

・三大都市圏や氾濫域に政令市等を抱える災害危険度の高い河川において、堤防
強化対策等、効果的な災害予防対策を重点的に実施する。 
・大規模崩壊地等における土砂災害対策や、被災すると経済活動に甚大な影響を
及ぼす重要交通網等の保全対策を推進する。 
・増大している老朽化河川管理施設のうち、著しい劣化等により、機能に重大な
支障が生じ、洪水被害を助長するおそれがあるなど、故障した場合に影響が大
きいもの等について優先的かつ計画的に更新・補修を行うなどの戦略的な維持
管理・更新を推進する。 



 

○激甚な水害・土砂災害が生じた地域等における災害対策 

[1,216億円（1.03）］ 
  

・激甚な水害・土砂災害や、床上浸水が頻発するなど繰り返しの水害の発生によ
り、国民の生活に大きな支障が生じている地域において、被害の防止・軽減を
図るため、集中的に事業を実施する。 
・大規模災害時のより迅速な対応を図るため、深層崩壊発生の危険性が高い地域
において、斜面崩壊検知センサーの設置やレーザー航空測量等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住宅・建築物の安全確保 

[105億円（10.55）］ 
  

・大規模地震時における人的・経済的被害の軽減を図るため、支援制度の効率化
等により、住宅・建築物の耐震化を推進するとともに、災害弱者が主として利
用する建築物等の既設エレベーターにおける防災対策や大規模空間を有する建
築物の天井の脱落防止対策への支援制度を創設する。 
・沿岸部の防災安全性確保のため、津波に対する構造安全性及び避難スペース等
が確保された津波避難ビルを整備する取組みを支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４階床上まで浸水
したが、躯体の被
害はみられない。
屋上は避難場所と
して機能した。宮城県南三陸町

ＲＣ造４階建て町営住宅

ＲＣ造２階建て

RC建築物も津波により
流された事例あり。
多くの者が、津波襲来
時に避難できずに、被
災したケースが圧倒的
に多い。

（津波避難ビル 事例）

【監視観測、危機管理体制の強化】

・斜面崩壊検知センサーの設置

国土保全上
重要な流域

Ａ地区

：非検知
：検知

振動により
土砂移動検知

砂防担当部局

：振動センサー

・ﾚｰｻﾞｰ航空測量の実施

災害発生前の地形

災害発生後の地形

（災害発生前後）－（災害発生前）
＝（地形変動量）

迅速かつ的確な被害想定

斜面崩壊検知
ｾﾝｻｰ

大規模土砂災害をリアルタイムに把握 災害前後の地形情報の把握

災害直後に迅速かつ的確な情報提供

時間

○地震時管制運転装置の仕組み

最寄り階に自動運転し、
乗客をエレベーター外に避難させる。

地震動を感知する装置

震源からの
距離

本震到達

初期の微震動（Ｐ波）
・振動エネルギー：小
・伝達速度：速い

本震（Ｓ波）
・振動エネルギー：大
・伝達速度：遅い

地震
発生

微震動感知



 

 

○街区の防災性・事業継続性の向上 

[10億円（皆増）］ 
  

災害時における都市の事業継続性を確保するため、都市機能が集積する街区等
において一体的に防災安全性等を向上する対策への支援制度を創設する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地籍整備による土地境界の明確化の推進 

[175億円（1.40）］ 
  

東日本大震災からの復興の迅速化を図るため、被災地における測量成果の補正
等を重点的に実施する。また、東日本大震災の教訓を踏まえ、津波等による被害
が大きいと想定される地域等において、官民境界の調査など地籍整備を強力に推
進する。 

 

ハード対策
・避難施設､備蓄倉庫､非常用発電設備
の整備等

国

○防災性能・事業継続性能調査
・建築物・市街地防災性能調査
・災害発生時のシミュレーショ
ン作成 等

○コーディネート活動
・協議会の立上げ・運営
・勉強会・意識啓発活動 等

・都道府県又は市町村
・大規模ビル等所有者・管理者
・鉄道事業者 等

【構成員】

・防災施設等の整備（避難施設、備蓄
倉庫、非常用発電設備等）

・災害予防対策（避難訓練等）
・災害発生時の避難・消火救助 等

街区防災計画(仮称)を作成

街区防災に関する協議会

ソフト対策
・避難訓練、情報伝達ルール確立 等

ソフト・ハード
両面の対策

備蓄倉庫非常用発電設備

計画の認定等
による国の関与

協議会等に対す
る予算・税制等
の支援



 

２．災害への対応力の強化 

 

○台風・集中豪雨、地震・火山等に対する防災情報の強化 

[157億円（1.07）］ 
 

・東日本大震災の教訓を踏まえ、台風・集中豪雨、地震・火山等に対して「減
災」の考え方に基づく迅速な避難行動を促す防災情報の高度化を図るため、平
成２６・２８年度に打ち上げる次期静止地球環境観測衛星の整備、観測・予報
データなどの気象情報を迅速・円滑に伝送・処理するための基盤となる情報通
信システム（東日本アデス）の更新・強化、気象レーダーによる高精度の観測
データを利用した局地的大雨の監視・予測の強化、長周期地震動情報の提供・
降灰警報の発表に向けた検討等を実施する。 
・台風・集中豪雨や地震・火山等による水害・土砂災害の激化・頻発に対応し、
適切な防災活動、施設管理、避難行動等を行うために必要な防災情報の収集・
提供のため、詳細かつリアルタイムな降水の観測が可能なＸバンドＭＰレーダ
の整備等を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次期静止地球環境観測衛星の整備

ひまわり８号： H26打上予定、ひまわり９号： H28打上予定

【静止地球環境観測衛星の製作等】
・衛星の打ち上げ業務（H24～28年度）

・衛星の2機一括製造（H21～28年度）
・ＰＦＩ方式による衛星の運用（H27～41年度）

宇宙基本計画等に基づく「ひまわり」の打上

平成２６・２８年度に現在製作中のひまわり８号・９号を国産ロケットにより打ち上げる。

【防災機能等を強化したひまわり８号・９号】

・解像度を２倍に強化
・観測間隔を１０分に短縮
・観測種別を３倍に増加

・台風監視機能の向上
・豪雨等監視機能の強化
・火山灰等分布・移動の高精度把握



 

 

○海上保安庁の執行体制の強化 
[437億円（1.03）］ 

 
・遠方海域・重大事案等への対応体制を強化するため、しきしま級巡視船の整備
とともに、同巡視船の搭載機として高い輸送能力、夜間・広域監視能力等を備
えた大型のヘリコプターを着実に整備する。 
・東日本大震災への対応を踏まえ、大災害時に広範囲かつ大規模な救急・救出救
助活動や被災者支援活動を迅速・的確に実施するため、災害対応能力を強化し
た１，０００トン型巡視船、航続性等を備えたヘリコプター等を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．生活基盤の安全・安心 
 

○住宅セーフティネットの充実 

[600億円（1.85）］ 
 

・民間賃貸住宅を有効活用した住宅セーフティネットを構築するため、空家をリ
フォームし、子育て世帯・障害者世帯等の住宅確保要配慮者向けに適切な契
約・管理の下で賃貸する民間事業者等を支援する制度を創設する。 
・高齢者住まい法に基づき登録されるサービス付き高齢者向け住宅の供給促進の
ため、建設・改修費に対して、民間事業者・医療法人・社会福祉法人等を支援
する。  

４０ミリ機関砲

２０ミリ機関砲

遠隔監視採証装置

４０ミリ機関砲
しきしま級巡視船及び搭載ヘリコプター

災害対応能力を強化した1,000トン型巡視船

OIC区画
遠隔監視採証装置

30ミリ機関砲

造水装置・給水装置 救護室 災害対応スペース

災害対応用ハッチ

多目的クレーン
曳航装置

遠隔放水銃

防災情報等表示装置

・曳航能力 ・監視能力

・輸送・給水能力 ・制圧能力

○ 主な特徴

新型のヘリコプター

赤外線捜索

監視装置 航空機衝突予防

警報装置

吊上げ装置

自動操縦

装置 画像伝送

機上装置

・捜索監視能力 ・夜間・悪天候時飛行能力

・高速性能 ・長距離の航続性能

○ 主な特徴

・被害制御能力 ・強力な制圧力

・長期行動能力 ・大型のヘリ２機搭載

高い輸送能力
（エンジン、キャビン）

捜索用レーダー

スーパーピューマ級ヘリコプター×２機

赤外線捜索監視装置

○ 主な特徴



 

Ⅲ．持続可能な低炭素・循環型社会の構築 

 

○住宅・建築物等の省ＣＯ２対策・省エネ対策の推進、既存住宅ストッ

クの有効活用による省資源化 

[270億円（1.44）］ 
  

・住宅の断熱性能等の向上に資する先導的な省エネ技術の導入や再生可能エネル
ギーの活用を始めとする創エネ・蓄エネにより年間の１次エネルギー消費量が
正味ゼロになる住宅（ゼロ・エネルギー住宅）等に対して重点的に支援する。 
・安価で質の高いリフォーム工法等の開発や、消費者ニーズを踏まえた保険商品
の開発・普及、消費者相談・情報提供体制の強化等により、中古住宅流通・リ
フォーム市場の整備を通じて、既存住宅ストックの有効活用を図る。 
・官庁施設の新築において、再生可能エネルギー・新技術の積極的導入と省エネ
ルギー・節電技術の徹底活用を組み合わせ、ゼロエネルギー化を目指した整備
をモデル的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ゼロ・エネルギー住宅のイメージ】

○住宅の躯体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギーの活用等により、年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）
でゼロ又は概ねゼロになる住宅。

y 
座標

x 座標
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HEMS

太陽光発電

高効率給湯機

太陽熱温水器

高効率エアコン
躯体の高断熱化

蓄電池暖房

給湯

調理

照明他

年
間
の
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

削減前 削減後 太陽光発電

一般住宅 ゼロ・エネルギー住宅

冷房

削減後の一次

エネルギー消
費量と太陽光
パネル等による
発電量で相殺

・躯体の高断熱化
・太陽光発電
・蓄電池
・HEMS（ﾎｰﾑｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ）

・太陽熱温水器
・高効率給湯設備
・高効率エアコン



 

 

○環境対応車の普及等を通じた低炭素交通の実現 

 [17億円（1.61）］ 
 

・自動車分野における地球温暖化対策等を推進するため、ＣＮＧ（圧縮天然ガ
ス）車又はハイブリッド車を導入する自動車運送事業者等に対して、買い替
え・購入を促進するための支援を行う。 
・電気自動車の集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による
先駆的事業を行う自動車運送事業者等への重点支援や、被災地域において復
旧・復興による低炭素型まちづくりと連携した電気自動車の導入を積極的に行
う自動車運送事業者等を支援する。 
・自動車と家庭・業務のエネルギー消費を一体的に管理する省エネシステムの開
発等を支援することで、電気自動車等の普及や自動車と家庭・業務の合理的な
省ＣＯ２・省エネ対策を一体的に推進する。 

 

 

○低炭素・循環型のインフラ整備と地域づくりの推進 

[305億円（1.49）］ 
  

・下水汚泥のエネルギー利用、下水熱利用等に係る革新的技術について、国が主
体となって実規模レベルの施設を設置し技術的な検証を行い、ガイドラインを
とりまとめ、民間企業のノウハウ、資金を活用し全国へ展開する。 
・複合一貫輸送ターミナルの整備やリサイクルポートの形成等を通じ、港湾にお
ける低炭素・循環型社会の構築を図る。 
・環境負荷の少ない鉄道貨物輸送へのモーダルシフトの促進のため、鉄道貨物の
輸送力増強を推進する。 

・海洋再生可能エネルギーの普及拡大や関連産業の国際競争力強化を図るため、
浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究開発を推進する。 
・災害時に孤立するおそれのある地域等において、再生可能エネルギー発電施設
等の公共施設整備による減災社会の実現に向けた調査・事業を推進する。 
・低炭素・循環型社会を形成するための実証実験に対する公募による支援制度等
を創設する。 
・非常用電源を要する防災拠点など、道路施設における再生可能エネルギーの活
用等の可能性について実証実験を行う。 

 
 



 

 

○スマート・シティの形成 

[19億円（3.92）］ 
  

・未利用・再生可能エネルギーを活用し、低炭素まちづくりを推進するため、都
市部におけるエネルギーの一体的利用の手法開発等を行う。 
・一定規模以上の需要のまとまりのあるエリアで地域の未利用エネルギーを効率
的に活用する「エネルギーの面的利用」を推進するため、官民一体となった先
進的取組に対する認定・支援制度を創設する。 
・都市の公園・街路等から発生する未利用の植物廃材を、地産地消型再生可能エ
ネルギーとして活用するため、発電プラントの開発に向けた実証実験等を行う
とともに、都市単位でエネルギー利用を行うための技術的指針を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○海上交通の環境対策・省エネの推進 
[19億円（1.33）］ 

 
・海上輸送のＣＯ２排出量を３０％削減することを目指した革新的な省エネルギ
ー技術の開発やＣＯ２排出削減に係る国際的枠組みづくり、国際標準化等によ
る新技術の普及促進、天然ガス燃料船の早期実用化・導入のための環境整備等
を内容とする海洋環境イニシアティブを着実に推進する。 
・環境に優しい輸送機関であり、モーダルシフトの主要な担い手である内航海
運・フェリーについて、一層の省エネルギー化の取組等を支援する。 
 

エネルギーの面的利用推進事業

・太陽光や工場排熱等の自然エネルギー、未利
用エネルギーの活用促進を図るため、市街地整
備の一環としてこれらエネルギーを地区・街区単
位等で面的に活用するシステムを構築するため
の計画策定、実証実験、施設整備等の事業実施

に対して支援を行う

融通

エネルギー導管

街区

地区

エネルギー面的利用イメージ

融通

・先進的な発電・蓄電システムの導入
・需要を平準化できる土地利用の誘導

・都市の公園・街路等から発生する未利用の植物廃材を、地産
地消型再生可能エネルギーとして活用するため、

①植物廃材の特性を踏まえた発電プラントの開発と、災害時に
おける運営計画の策定等を行う。（国営公園をフィールドに実
証実験）

②植物廃材の収集・運搬、エネルギー転換等の一連のプロセ
スにおいて、金銭的収支及びＣＯ２収支が成立する方策等の
検討とその成果による技術的指針の策定

都市における地産地消型再生可能エネルギー活用の推進



 

Ⅳ．成長戦略の推進 

 

○国際コンテナ・バルク戦略港湾等の整備 

［1,356億円（1.22）］ 
 

・「選択と集中」の考え方のもと、「国際コンテナ戦略港湾」として選定された
阪神港、京浜港において、アジアと北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路の日本へ
の就航を維持・拡大させるため、ハブ機能の強化のためのコンテナターミナル
等のインフラ整備、貨物集約、港湾経営の民営化等の総合的な対策を推進す
る。 
・我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネルギー、食糧等の物資を安
定的かつ安価に供給するため、選択と集中の観点から選定された「国際バルク
戦略港湾」において、大型船舶に対応した港湾施設の整備等の総合的な対策を
推進する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

○海洋権益確保のための海洋調査等の推進と遠隔離島の活動拠点整備 

[153億円（3.95）］ 
  

・排他的経済水域等における海洋資源の開発などの海洋権益の保全に資するた
め、深海底まで潜航して海底地形等の精密なデータを取得することができる自
律型潜水調査機器(ＡＵＶ)を増強するほか、ＡＵＶを搭載する測量船「拓洋」
の大規模改修等を行い、海洋調査能力を強化する。 
・排他的経済水域及び海洋資源の開発・保全を図る観点から、排他的経済水域の
根拠となる低潮線の保全を図る。 
・海洋資源の開発・利用や海洋調査等が、本土から遠く離れた海域においても安
全かつ安定的に行われるよう、遠隔離島（南鳥島、沖ノ鳥島）において輸送や
補給等が可能な活動拠点を整備する。 
 

 

日本再生重点化措置の要望 ： 国際コンテナ戦略港湾実現のための主な取組

高機能インフラを最大限活用するための環境整備【非公共】

《主な施策》

ターミナルのコンテナ取扱能力を強化するため、国際コンテナ戦
略港湾で大型・高荷役効率のガントリークレーンの整備を促進

内航フィーダー機能の充実と国
際コンテナ戦略港湾への集荷に
資するガントリークレーンの整備
を促進

【大型で荷役効率が高いガントリークレーン】

国内外の貨物が国際コンテナ
戦略港湾に集約され、積替えら
れ、最終仕向地へ輸送される
環境を整備

これらにより

横浜港

ハブ機能強化のためのインフラ整備 【公共】

《主な施策》

釜山港等アジア主要港に比肩しうる仕様（水深・広さ）
を有するコンテナターミナルの整備を推進
【国際海上コンテナターミナル、臨港道路の整備 等】

【神戸港ポートアイランドコンテナターミナル】

これらにより

超大型コンテナ船等の就航
が可能となり、港湾背後との
円滑な物流ネットワークが構
築され、港湾のコスト・サービ
ス水準が向上

一
体
的
に
実
施



 

 

○観光立国の推進 

[104億円（1.05）］ 
 
・東日本大震災により落ち込みの激しい訪日外国人旅行者数を回復するため、Ｋ
ＰＩ（広告効果等に関する客観的指標）によるプロモーション効果の測定結果
に基づいて最適なマーケティングプランを構築し、ＭＩＣＥ誘致を含め効果的
な海外プロモーションを展開するとともに、訪日外国人旅行者の受入環境の整
備を促進する。 
・様々な滞在型観光等の取組を推進し、市場との窓口機能等を担う「観光地域づ
くりプラットフォーム」の形成及び事業展開を促進するとともに、観光産業を
支え、地域づくりの担い手となる人材を育成する。 
・ワークライフバランスの実現に向けた休暇改革を推進するとともに、行政・民
間における観光に関する取組をＰＤＣＡサイクルに基づき着実に実施するた
め、観光統計の整備を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有望市場 高成長市場 再訪市場 安定市場 富裕層

狙

い

≪足場固め≫

今後急増する海外
旅行者をすぐに取
り込めるよう、基本
商品を組成

≪全方位戦略≫

急増中の「中間層」需要を一気に
取込むため、大規模プロモーショ
ンによる「観光地・日本」の一斉売
り込み

≪多商品戦略≫

新規訪日は一巡。再来訪（リ
ピーター）を促すため、多様な
日本（主に地方）の魅力・商品
の開発・発信

≪深堀戦略≫

他国からのシェア
獲得のため、訪日
の魅力を深く、詳し
く発信

莫大な消
費が期待
できる層の
確実な獲
得

重
点

・ツアー造成支援 ・旅行博出展 ・ツアー造成支援
・広告宣伝

・メディア招請
・地方連携事業

・旅行博出展
・メディア招請

・旅行博出展

・メディア招請

インド
ロシア

中国 タイ マレーシア 韓国 台湾
香港 シンガポール

米国 カナダ
英国 ドイツ
フランス 豪州

インドネシア
ベトナム フィリピン
ブラジル メキシコ

イタリア
スペイン

サウジ
ＵＡＥ今後の成長が見込まれる市場

徹底したマーケティング・リサーチ KPIによるプロモーション効果の測定

最適な市場別プロモーションの実施

※東北にかかる地方連携事業については、要件緩和を継続

現行重点15市場

訪日旅行促進事業の高度化

ビジットジャパントラベルマート
（大規模商談会）
（2010年11月）

○意欲ある各国旅行会社の日本への招請、
商談会の実施、コース提案

○訪日旅行商品との共同広告

現地旅行会社向け事業

復興航空（台湾）
との共同広告
（2011年6,7月）

北京、青島の旅行会社視察
（2011年5月）

商品造成

○新聞、旅行雑誌、トラベルサイト等による広告 ○旅行博覧会への出展

○各国メディアの日本への招請

米国の旅行雑誌への広告
（2010年11月）

オーストラリア日刊紙への
広告（2011年７月）

現地消費者向け事業

中国最大のポータルサイト
「新浪」の取材（2011年6月）

香港ＩＴＥ（2011年6月）

記事掲載

特集ページ：新浪動画



 

 

○首都圏空港の強化 

[118億円（1.89）］ 
  

首都圏の都市間競争力アップにつながる羽田･成田の強化及び徹底したオープ
ンスカイを推進するため、首都圏空港の容量拡大に必要な事業を実施する。 
羽田空港においては、２４時間国際拠点空港化を進めるため、国際線９万回へ
の増枠に必要な国際線地区の拡充、発着容量４４．７万回の達成に必要なエプロ
ン等の整備、深夜早朝時間帯の長距離国際線の輸送能力増強に必要なＣ滑走路延
伸事業等を重点的に推進する。 
成田空港においては、昨年１０月の地元合意を踏まえた３０万回への増枠（最
短で平成２６年度中）を実現するため、ピーク時間帯への処理能力拡大に不可欠
となる同時平行離着陸方式の効率的な運用に必要な監視機器の整備等を実施す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

深夜早朝約３万回

昼間約３万回

首都圏空港（羽田・成田）の発着枠の増加について

Ａ滑走路（3,000m）

Ｂ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路（3,000m）

国際線地区の拡充

Ｄ滑走路

（2,500m）

Ｃ滑走路延伸
（360m）

エプロン新設

エプロン新設
エプロン改良

《羽田空港》 ２４時間国際拠点空港化の推進

（国際線地区の拡充等）

北風運用時（利根川まで直線上昇） 南風運用時（九十九里まで直線上昇）

同時平行離陸時の飛行ルートイメージ

《成田空港》 同時平行離着陸方式の効率的な運用に

資する監視装置整備

A

Aに回避指示

Bに経路是正指示

経路逸脱

監視イメージ

B

●同時平行離着陸方式の効率的な運用に資する監視装置整備



 

 

○官民連携による海外プロジェクト、建設業の海外展開の推進 

[18億円（1.58）］ 
  

・鉄道システム、道路、水インフラ、港湾関連産業、船舶・海洋施設、環境共生
型都市開発等の積極的な海外展開を図るため、東日本大震災で発揮された我が
国の優れた防災・減災技術も活用しつつ、プロジェクト構想段階から受注・実
施段階に至るまで、総合的・戦略的な支援・推進体制を整備し、具体的案件の
受注を目指し、政治のリーダーシップによる官民一体となったトップセールス
等の展開や、プロジェクト構想段階からの官民連携による案件形成・コンソー
シアム形成等に対して支援を行う。 
・プロジェクトの企画・構想といった川上段階から我が国の優れた技術・システ
ムや基準が組み込まれるよう、国際標準化の推進や相手国のスタンダード獲得
に向けた取組の強化を図る。 
・土木・建設において高い技術力を有する我が国の建設業の海外展開を推進す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○官民連携による成長戦略・震災復興の推進 

[8億円（1.28）］ 
  

・ＰＰＰ（官民連携）／ＰＦＩ事業による社会資本の整備・管理に向けた制度設
計、運用上の課題等の調査及び先進的取組等に係る実証支援を行い、ＰＰＰ／
ＰＦＩによる民間の知恵と資金の積極的な活用を推進する。 
・東日本大震災からの復興の基本方針を踏まえ、民間の資金・ノウハウを活用し
たファンドやＰＰＰ、ＰＦＩ等を活用した復興事業を実施する被災地の地方公
共団体等を支援する。 

 

我が国の優れた技術・システムの
国際標準化や相手国でのスタン
ダード獲得に向けた取組を強化

国際機関・標準化団体へ積極的
な参画、我が国提案への賛同国
増加に向けた働きかけ強化

セミナー・研修開催、専門家派遣
等を通じた日本規格の理解・普及
促進

日本規格のスタンダード化

平成22年11月 IEC/TC9総会

我が国建設業の海外展開の推進

土木・建築において高い技術力を有
する我が国建設業の海外展開を推進

契約・リスク管理の強化

地方・中小建設企業の海外進出支援

人材の育成・即戦力の確保

海外建設事業の新分野への参画の
ための市場戦略の構築

トラブル対応のためのホットライン等

我が国建設企業の海外受注実績の推移

○ 海外市場では、高い技術力（耐震・免震技術、安全、工期
の遵守等）を有していながら、受注額が伸び悩んでいる。
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初の１兆円突破
（1983年度）

アジア通貨危機
（1997年度）

過去最高額
1兆6,813億円
（2007年度）

平成23年1月 高速鉄道セミナー 平成23年2月 海外PPP協議会

・東日本大震災においても有効であった我が
国の誇る防災技術等を活かしたプロジェクト
を推進
・海外建設市場として有望な進出先を招聘し
て、海外建設投資セミナーを開催

政治のリーダーシップによる官民一体と
なったトップセールスの展開や案件形成
等を更に推進

トップセールスを含む相手国政府との
ハイレベル協議やシンポジウムの開
催、相手国要人・政府行政官の招聘、
セミナーの開催等の実施

我が国の技術を活かし、我が国企業
の海外進出を促進するため、構想段階
から官民連携による案件形成・コン
ソーシアム形成等の支援や官民による
海外ＰＰＰ協議会の開催等を実施

トップセールス、案件形成

平成23年1月 高速鉄道セミナー 平成23年2月 海外PPP協議会



 

〔事例〕首都圏中央連絡自動車道の整備状況

計画延長 供用延長 整備率

ソウル 168km 168km 100%

北京 433km 433km 100%

パリ 313km 267km 85%

東京 525km 249km 47%

【諸外国の主要都市における環状道路の整備状況】

※ソウル： 2007年12月完成
北 京： 2009年9月完成
パ リ： 2009年7月現在
東 京： 2011年6月現在
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○都市の国際競争力の強化 

[95億円（2.17）］ 
  

市街地の整備により大都市の国際競争力の強化を図ることが特に有効な地域に
おいて、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集中的に
支援することにより、交通利便性や業務機能集積が高く、国際的ビジネスの拠点
となる地域を形成する。 

 

 

○大都市圏環状道路の整備 

[1,269億円（1.13）］ 
  

迅速かつ円滑な物流の実現等、国際競争力の強化や交通渋滞の緩和等のため、
三大都市圏環状道路の整備を推進する。 

 

 



 

Ⅴ．地域活性化のための基盤整備等 

 

○地域公共交通の確保・維持・改善 

[306億円（1.00）］ 
 

生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適
な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導
入等移動に当たっての様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公共交
通の確保・維持・改善を支援する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域公共交通バリア解消促進等事業

・ バス、タクシー、旅客船、鉄道駅、旅客ターミナルのバリアフリー化等を支援
・ 地域鉄道の安全性向上に資する設備整備等を支援
・ バリアフリー化されたまちづくりの一環として、ＬＲＴ、ＢＲＴ、ＩＣカードの導入等公共交
通の利用環境改善を支援

地域公共交通調査事業

・ 地域の公共交通の確保・維持・改善に資する調査の支援等

地域公共交通確保維持事業

・ 存続が危機に瀕している生活交通のネットワークについて、地域のニーズを踏まえた最
適な交通手段であるバス交通、デマンド交通（※）、離島航路・航空路の確保維持のため、
地域の多様な関係者による議論を経た地域の交通に関する計画等に基づき実施される
取組みを支援

○都道府県を主体とした協議会の取組みを支援
： 地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク、離島航路・航空路の確保・維持 等

○市町村を主体とした協議会の取組みを支援
： 幹線バス交通等幹線交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交
通等の確保・維持 等

※利用者の個別の需要（デマンド）に応じて、需要を集約した上で、ドア・ツー・ドア型輸送サービスを提供
する形態の乗合輸送

※別途、地域公共交通確保維持事業において、東日本大震災被災地域における幹線バス交通ネットワーク等の確保・
維持の取組について、及び地域公共交通調査事業において、東日本大震災被災地域における生活交通の確保・維
持のあり方について、特例措置により支援。（「Ⅰ．東日本大震災からの復興等の推進」において計上。）



 

 
○全国ミッシングリンクの整備 

[3,731億円（1.11）］ 
 

地域経済の強化による地域の自立の支援や観光地へのアクセス・観光周遊ルー
トを形成するとともに、災害に強い広域ネットワークを構築するため、主要都市
間等を連絡する高規格幹線道路等の整備を推進する。 
 

 

 

○整備新幹線の着実な整備 

[706億円（1.00）］ 
 

我が国の交通体系にあって、基幹的な高速輸送体系を形成する整備新幹線の整
備を進める。建設中の区間については、予定どおりの完成・開業を目指して着実
に整備を進める。未着工区間の取扱いについては、できる限り早期に結論を得る
べく、引き続き、整備新幹線問題検討会議等において、着工に当たっての基本的
な条件等についての検討を精力的に進める。 

 

 

 

○都市鉄道ネットワークの改善 
[49億円（5.76）］ 

 
相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワークを有効活用し、都市鉄道の速達
性・利便性の向上を図るため、連絡線の整備、相互直通化（相鉄・ＪＲ、相鉄・
東急）等を推進する。 

 
 
 
○離島等の地域の元気回復 

[122億円（1.20）］ 
 
・我が国の排他的経済水域の保全など多様な役割を担いながら、地理的・自然的
条件などが厳しい環境にある離島、奄美群島、小笠原諸島等の地域の元気回復
を図るため、流通コスト改善の支援などを通じて、地域の資源や創意工夫を活
かした産業振興等の地域の自立的発展を図る。また、地域防災力の向上を図
る。 
・魅力と活力ある地域づくりを推進するため、「観光」等のテーマについて、北
海道が策定した事業計画に基づき、地域が自主的に取り組む事業を支援する。 

 



 

 

○社会資本整備総合交付金の効果的な活用 

[18,356億円（1.05）］ 
  

社会資本整備総合交付金について、低炭素・循環型社会の構築や産業空洞化の
防止、災害リスクの低減など、成長基盤の強化等につながるインフラ整備で、国
と地方公共団体のパートナーシップにより推進するものに対し、重点的に配分す
ることとする。 
 
〈成長基盤の強化等につながるインフラの整備の例〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

低炭素、循環型社会の構築

家屋の断熱化・蓄電池の設置
（効果促進事業） 自然エネルギーを活用した

公園施設の整備（基幹事業）

太陽光パネルの設置（効果促進事業）

下水汚泥のエネルギー利用施設の整備
（基幹事業）

住宅市街地の整備（基幹事業）

道路事業（基幹事業）
電気自動車充電施設
（効果促進事業）

低炭素・循環型社会の構築のため、社会資本整備総合交付金を活用し、地方公共団体等による自然エネル
ギーを活用した公園施設の整備、下水汚泥のエネルギー利用施設の整備、道路整備、住宅市街地の整備を
基幹事業として、街区単位のエネルギー効率を高めるための太陽光パネルの設置や家屋の断熱化・蓄電池
の設置、電気自動車充電施設の整備を効果促進事業として推進する。

（照明等と一体となった風力・太陽光発電施設）

防波堤整備
（直轄事業）

産業空洞化の防止と企業立地の促進

産業空洞化の防止と企業立地の促進のため、コンテナターミナルや防波堤の整備（直轄事業）と合わせ、社
会資本整備総合交付金を活用し、地方公共団体等による港内の工場とコンテナターミナルを結ぶ臨港道路整
備や港内の工場の資材搬入のための係留施設整備、発電・電力供給設備の整備を推進する。

発電・電力供給設備の
整備（効果促進事業）

港内の工場の資材搬入のため
の係留施設整備（基幹事業）

コンテナターミナル整備（直轄事業）

地方公共団体等によるふ頭用地整備

港内の工場とコンテナターミナルを
結ぶ臨港道路整備（基幹事業）

港湾へのアクセス道路
整備（基幹事業）

災害リスクの低減

災害リスクの低減のため、河川改修、XバンドMPレーダーの整備等（直轄事業）と合わせ、社会資本整備総合
交付金を活用し、地方公共団体等による河川改修、地下調整池整備、下水道整備等を推進する。

●●●●！！

（高精度な降雨情報を提供）

河川改修、地下調整池整備
（基幹事業）

XバンドMPレーダー
（直轄事業）

校庭貯留（基幹事業）

ハザードマップ（効果促進事業）
下水道整備
（基幹事業）

浸透ます
（基幹事業）

下流域の河川改修
（直轄事業）
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